様式第７（第１８条関係）
事　業　廃　止　届


                                                        　　　　年　　月　　日

　京都府知事　様

                                　　　申請者  住所
                                      氏名又は名称
代表者

  下記の販売の事業は、　　　　年　　月　　日に廃止したので計量法第５１条第２項において準用する第４５条第１項の規定により、届け出ます。

記

１  事業の区分の略称

      質量計

２  届出をした年月日



３  工場及び事業場等の所在地




備考
    用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。



様式第７（第１８条関係）記入例


事　業　廃　止　届

                                                        　　令和○○年○月○日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※提出日の日付
　京都府知事　様
※ゴム印でも可
                                    届出者  住所　　京都市○○区○○町・・・
                                    氏名又は名称　　○○株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　代表取締役　○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※個人名で届出されている方は、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の欄は記入不要です。
  下記の販売の事業は、　　　　年　　月　　日に廃止したので計量法第５１条第２項において準用する第４５条第１項の規定により、届け出ます。
廃止された年月日が判らない
場合は、提出日と同じ日でも
結構です。

記

１  事業の区分の略称

      　　質量計

２  届出をした年月日届出日及び営業所の名称、所在地が
判らない場合は、計量検定所にお問
い合わせください。
京都府計量検定所　指導課
TEL　０７５－４４１－８３３５


　　　　　平成○年○月○日

３  工場及び事業場等の所在地

　　△△△店
京都市○○町□□１－１

[bookmark: _GoBack]備考
    用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。※事業廃止の場合は、届出者が法人・個人を
問わず、事業廃止届の提出のみで結構です。

 



